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（税込）（円）
契約日 随意契約の理由及び根拠法令

随意契約の
種別

備考

1
ICTイノ
ベーション
推進室

072‐228-
7264

税総合電算システム改修業務
（森林環境税対応等）

富士通Japan株式会社 104,588,000 R6.1.29

本業務は森林環境税創設や特定小型原動機付自転車に係る車両区分創設への対応のために税総
合電算システムに係るシステム改修を行うもので、当該システムを継続して使用することを前提とし
て、当該システム全体の機能を損なうことなく当該改修に対応することを目的としているため、当該目
的を達成しつつ当該システムを継続的かつ円滑に使用できるようにするためには、プログラムの変更
内容・テスト内容・本市独自のカスタマイズ部分の影響範囲の抽出等、改修にあたっての詳細な手順
を把握し作業を行うなど、当該システムに係る詳細な知識および技術が必要不可欠であり、当該シス
テムを構築したもの以外による適正な履行は見込めず、契約の性質及び目的が競争入札に適しな
い。
仮に詳細な知識等を有しない者が本業務を履行すると、当該システムの詳細な知識等を有していな
いことから、重大な設定漏れ、不具合時の対応が即座に行えない等、安定的なシステム稼働に影響
を与えることが予想される。その場合、森林環境税及び特定小型原動機付自転車に係る軽自動車税
の賦課徴収が適正に行えない、収滞納の管理に支障が生じ、市民の信頼を損なう恐れがあるほか、
当該システムが停止する等、当該システムを利用する全ての課に重大な影響を及ぼす恐れがあるた
め、詳細な知識等を有しない者に本業務を履行させることはできない。
以上のことから、当該システムについての詳細な知識等を有し、当該システム全体の機能を損なうこ
となく本業務を履行できるのは、当該システムを構築した業者である富士通株式会社から自治体向
け事業に関する事業承継を受けた富士通Ｊａｐａｎ株式会社以外にないため、当該業者との随意契約
を行うものである。
（地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続きの特例を定める政令第11条第1項第2号）
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